
Ⅰ. はじめに

「成人病」（adult diseases）は、1957年に厚生
省(当時)成人病予防対策協議連絡会において
「脳卒中、がんなどの悪性腫瘍、心臓病などの
40歳前後から急に死亡率が高くなり、しかも全
死因の中でも高位を占め、40～60歳位の働き盛
りに多い疾患」とされた概念である1)。
成人病の成因として、食生活などの生活習慣
因子が約６割、環境と家族的（遺伝）因子がそ
れぞれ２割を占めると言われ、予防対策、診断
治療技術の開発、調査研究などが精力的に行わ

れてきた。その後、国民の生活環境や生活習慣
の変化などもあり、対策の成果として三大成人
病の一つである脳卒中などの疾患の死亡率が低
下してきた。しかし、一方では、三大成人病以
外の糖尿病の発症や進行に生活習慣が大きく影
響することが明らかになり、小児の健康診断な
どでも高脂血症や肥満が大きな問題となってき
た。そのため、「小児成人病」という言葉は社
会的にマッチしなくなり、1996年に当時の厚生
省では、生活習慣により引き起こされる疾病群
として「生活習慣病」（lifestyle related diseases）
という概念を取り入れ2)、小児期からの生活習慣
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病予防や総合的な健康づくりに関する研究が継
続的に行なわれてきた。
ここでは、小児の生活習慣病と予防について
の現状と意義についての概要を述べたい。

Ⅱ. 生活習慣病と動脈硬化症

我が国では1970年以降の高度経済成長期にあ
わせて、ファーストフードやジャンクフードな
どの高カロリー食の飲食、自動車やコンピュー
タの導入などにより運動習慣や休養の取り方な
ど、生活習慣が大きく変化してきた。生活習慣
病は、「食習慣、運動習慣、休養、喫煙、飲酒
等の生活習慣が、その発症・進行に関与する症
候群」と定義され、これらの疾病の発症要因を
①遺伝要因（加齢などを含む）、②外部環境要
因（病原体や有害物質、ストレス）、③ 生活習
慣要因（食習慣や運動習慣）に区分し、特に望
ましい生活習慣によって疾病予防が可能である
ことが示された2)。
厚生労働省の平成22年人口動態統計月報年計
によると、日本人の死亡原因の第１位はがん
（29.5％）、第２位は虚血性心疾患（主に心筋梗
塞:15.8％）、第３位は脳血管障害（10.3％）であ
り（図１）、後者の２つの疾患の主な発症機序
は、冠動脈や脳血管の動脈硬化である。動脈硬

化促進の危険因子（リスク）としては、①脂質
異常症（高コレステロール、高トリグリセライ
ド、低HDLコレステロール）、②肥満、③糖尿
病、④高血圧、⑤喫煙、⑥ストレス、⑦家族
性因子（家族の早期心筋梗塞、高血圧、糖尿病
など）、⑧ 運動不足などがあり、危険因子を多
くもつほど、また、因子の程度が強いほど、そ
の疾患になる確率が高くなる、すなわち、ハイ
リスクにある。
動脈硬化性病変は，危険因子の存在により小
児期すでにその初期病変の進展することが病理
学的に証明されている3)。リスクの減少は、動脈
硬化の発症の遅延やその経過を変えることがで
きることも報告されており、冠動脈疾患の一次
予防を小児期において始めるべきとの認識が広
まっている4)。

Ⅲ. 小児期における肥満

高コレステロール血症は動脈硬化の最大のリ
スクであるが、必ずしも高コレステロール血症
の患者だけが心筋梗塞や脳梗塞を起こすわけで
はなく、糖尿病や高血圧、高トリグリセライド
血症、低HDLコレステロール血症が重なってい
る状態が大きなリスクになる。すなわち、「マ
ルチプル・リスクファクター症候群」という概
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図１ 主な死因別死亡数の割合（平成22年）
（厚生労働省；平成22年人口動態統計月報年計の概況より）



念が20年ほど前に提唱された5)。これは、腹腔内
の脂肪組織、つまり内臓脂肪の蓄積があり、高
トリグリセライド血症などの生活習慣病が一人
の人に重なる状態が動脈硬化性疾患の大きな基
盤になっている「内臓脂肪症候群」という概念
に基づくものである6)。さらに、ウエスト周囲径
（内臓脂肪）を基本にして、それにいくつかの
病気が２つ以上重なった病態を「メタボリック
シンドローム」とする統一的見解が2005年に発
表された7)。すなわち、メタボリックシンドロー
ムは、生活習慣病の上流に内臓脂肪の蓄積があ
り、さらに、２つ以上リスクが重なっているこ
とが診断基準となる。
内臓脂肪が過剰にたまった状態は、飽食、運

動不足、ストレス、いつでも何でも手に入る現
代の社会になって起こってきた体の現象で、食
べ物が不足し、物流が不十分であった時代には
なかった現象である。当然ながら、小児におい
ても成人と同様に肥満になりやすいのは避けが
たく、肥満の出現率は全国的に増加傾向にあっ
たが、最近では10％前後と高い値で推移してい
る（図２）。
成人においては、生活習慣病の成因の約６割
は生活習慣の乱れと考えられており、自己の管
理により肥満を予防することは可能である（な
かなか困難なことではあるが）。しかし、小児
においては、家族環境（ライフスタイル）や家
族歴の関与が成人より大きいと考えられている。
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図２ 肥満児傾向児の出現率の頻度
（学校保健統計調査－平成22年度結果の概要：文部科学省を一部改変－）

図３ 長野県内中学生における生活習慣病検査の頻度



また、小児肥満の初期では、小児自身は身体的
な苦痛も不自由なこともないが、中程度以上の
肥満は栄養や身体活動などの生活習慣に関わる
健康障害と考えられており、また、肥満がなく
ても脂質、糖、尿酸などの項目で複数の異常が
あるときも同様である。小児自身が健康管理す
ることは困難であるが、家族、学校、社会全体
が小児の生活習慣を見直し、改善する意識を持
つことが必要である。

Ⅳ. 小児生活習慣病の現状と問題点

我々は、「青少年の生活習慣病予防および健
康教育」の支援を目指して、2005年より長野県
松本市、および、その近郊の中学生の健康診断
検査の支援、研究をおこなってきた。本研究は、
信州大学医学部保健学科を中心に、医学科、附
属病院、学校、教育委員会、行政との連携のも
と、本学医学部倫理委員会の承諾を得て実施さ
れている。中学生600名の健康診断検査から生活
習慣病項目の頻度は、肥満；8.3％、腹囲；6.7％、
ヤセ；2.6％、高血圧；1.8％、脂質異常；13.7％、
高血糖；5.8％。高尿酸血症；5.7％、肝機能障
害；2.5％であった8)（図３）。
肥満の判定は、成人ではbody mass index（BMI）
が用いられるが、小児の場合では年齢別、性別、
身長別標準体重から算出された肥満度が用いら
れ、20％以上が肥満（軽度）と判定される。ま
た、小児メタボリックシンドロームの判定基準
では、腹囲；≧ 80 cmまたは腹囲/身長；≧0.5が
用いられている9)。今回の健康診断検査で、肥満
の54％の生徒に脂質異常、高尿酸、高血糖、高
血圧のいずれかまたは複数の項目で異常が認め
られた。しかし、残り46％の生徒は、他の検査
値の異常はなく、その中には部活等のスポーツ
を熱心に行っている生徒もおり、個別の改善策
や予防策を提供する必要があった。
小児の脂質検査では、正常域をTC≦190

mg/dL、LDL-C≦110 mg/dL、HDL-C≧40 mg/dL
とする報告や10)、肥満症診断基準値として、
TC≧220 mg/dL、LDL-C≧140 mg/dL、HDL-C＜

40 mg/dL、TG≧120 mg/dLとする報告がある11)。
日本動脈硬化学会では、適正域をTC≦200
mg/dL、LDL-C≦120 mg/dL、医学的に管理が必
要な脂質異常症の診断基準をTC≧220 mg/dL、
LDL-C≧140 mg/dL、TG≧140 mg/dL、HDL-C＜
40 mg/dLとしている12)。我々の調査でも、脂質
異常値の小児は増加傾向に有り、また、生活習
慣のアンケート結果から、生活習慣よりもむし
ろ家族（遺伝）的因子が強いように思われた事
例があり、家族の健康診断検査とも合わせて支
援が必要であると思われた。脂質異常は動脈硬
化症の原因の１つであり、心疾患や脳血管疾患
の発病に深く関わっていることから、脂質代謝
異常の軽減には早急な対策が必要である。
小児期の脂質以外の代謝異常において、我々
の調査では、高血糖群（5.8％：判断値；血糖＜
100 mg/dL）でも110 mg/dLを逸脱した生徒はわ
ずかであり、高血圧もわずかであった。男子の
高尿酸血症は脂質異常症と同様に、生活習慣よ
りも家族（遺伝）的因子が強いように思われた
事例があった。また、肝機能障害が2.5％あり、
AST優位は過激な運動による筋肉細胞由来も考
えられが、ALT優位ではアルブミンやトリグリ
セライド濃度やコリンエステラーゼ活性値の高
値から、脂肪肝の疑いが考えられた8)。ALTの上
昇が将来のメタボリックシンドローム発症の予
測因子になることが示唆されており、生活習慣
予防、特に本人や家族が現状をしっかり理解し
意識の改善を持つような積極的な支援が必要で
あろう。

Ⅴ. 小児生活習慣病の予防

生活習慣病の若年化は教育的および社会的に
重大な問題になりつつあり、生活習慣病予防は
小児期から開始するのが望ましいと考えられる
ようになった。1989年に厚生省（当時）の研究
班「小児期からの慢性疾患予防対策に関する研
究」から、小児成人病（現在は小児活習慣病）
が小児期のライフスタイルの改善などにより予
防しうる成人病」と定義された。そこで、小児
生成人病は３群に分類され、第１群は、糖尿病
や虚血性心疾患、消化器潰瘍など、成人病がす
でに小児期に顕在化しているもの、第２群は、
動脈硬化の初期病変が10歳代の小児の98％にみ
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略語
LDL-C；低比重リポ蛋白-コレステロール、
HDL-C；高比重リポ蛋白-コレステロール、
TG；トリグリセライド（中性脂肪）



られる潜在している成人病、第３群は、成人病
の危険因子がすでに小児期にみられるもので、
いわば成人病予備軍（肥満児、高脂血症児、高
血圧児など）である13)。
日本人の血清コレステロールの平均値の推移
は、各年代とも年々増加している（図４）。し
かし、1990年に50歳代の男性群では平均約200
mg/dLであったのが、2000年（60歳代；10年前
の50歳代群）でも約200 mg/dLと変化がないが、
30歳代の男性群の平均約197 mg/dLが2000年（40
歳代；10年前の30歳代群）で約207 mg/dLと10
mg/dLの上昇が認められている。女性の平均値
もも50歳代群では10年後にほとんど変化がない
が、30歳代群は15 mg/dLの上昇であった。
このように日本人の高脂血症の罹患率は米国
と同等の水準まで増加しているが、米国と比べ
て冠動脈疾患の発症頻度はあまり高くないこと
が報告されている14)。動脈硬化の病変は高脂血
症をはじめとする危険因子に長年さらされるこ
とによって徐々に形成されてくる。高脂血症の
暴露期間が米国と異なっているため、血清コレ
ステロール値が高いからといって、すぐに冠動
脈疾患は発症することはないと推察される。し
かし、日本人の生活環境、特に食生活は高脂
質・高糖質の高カロリーの摂取過多により、若

い世代は早期に高脂血症に暴露されている。現
在の小児が健康的な生活習慣の意識をもたない
まま成人していった時、心筋梗塞など動脈硬化
性疾患の発症の増加が懸念される。
高脂血症、高血糖、高尿酸血症の検査値を低
下させることは一次予防にも二次予防にも有効
であることは、幾つかの臨床試験によって証明
されている。若い世代からの健康診断で冠動脈
疾患の危険因子である血清脂質などを定期的に
測定し、継続的に記録することが効果的である
と思われる。高脂血症、高血糖、高尿酸血症の
初期であれば、食事と運動で生活改善が可能で
ある。一方、成人に比べ小児は、家族的な（遺
伝性）異常症の割合が高いため、家族の検査解
析が必要であり、積極的に医療的な観察や支援
が必要かもしれない。

Ⅵ. 小児の生活習慣病予防の展望

小児の生活習慣は、親や家族の生活習慣に大
きく影響されている。そのため、小児の健康診
断検査では、検査の数値の報告だけでは十分な
効果が得られず、その家族に適した支援が求め
られ、さらに、継続的な支援が必要となってい
る。予防医療の観点からは、それぞれの医療従
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図４ 性・年齢階級別血清総コレステロール値の平均値の推移
（厚生労働省第５次循環器疾患基礎調査：2003年）



事者が連携して、支援を行う必要がある。今後、
生活習慣病予防における健康診断検査の必要性
を強調するとともに、血液検査の精度の高い、
効率的な利用が必須である。さらに、教育や学
校などと生活習慣病に対する連携による支援の
手法やプログラムの開発、地域間のネットワー
クによる情報の共有とともに標準的なシステム
作りが早急に必要であろう。
小児の健康診断において、単なる食事指導や
生活習慣の指導だけでは、生活習慣病の改善は
困難である。本人は勿論であるが、特に家族に
検診の結果を十分理解してもらうことが第一歩
である。そして、小児期からの生活習慣病に対
する教育が重要であり、医療従事者は学校や行
政との連携や受診者（その家族）との信頼関係
を構築することを急がねばならない。
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